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第一回 地域脱炭素・京都コンソーシアム

ESG地域金融/地域金融機関に期待される役割

2022年12月７日

三井住友信託銀行

（地域脱炭素・京都コンソーシアム事務局）
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1 ESG地域金融について
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ESG地域金融による地域経済エコシステムの形成

◼ ESG地域金融の目的は、地域経済が成長・活性化する地域経済エコシステムを形成し、地域循環共生圏づくりに貢献すること。

◼ そのために、自治体・地域企業・地域金融機関が中心となって、ESG要素に着目した活動が必要となる。

◼ 地域経済エコシステム形成を目指し、ESG地域金融を実践する過程で、多くの地域課題解決が必要＝事業機会が多く発生。

◼ つまり、資金ニーズをいち早く把握、または創出することが可能であるため、金融機関にとって非常に重要な事業機会となる。

（出典）環境省, ESG地域金融実践ガイド2.1
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◼ ESG地域金融においても、ステークホルダーとの連携を重要視しており、地域金融機関はステークホルダーが連携するためのプ

ラットフォームへの参加または構築することが推奨されている。

◼ 本コンソーシアムは正にその体現。産官金のより良い連携の仕方をディスカッションする場にしたい。

ESG地域金融におけるステークホルダーとの連携に関わる記述

地域脱炭素に向けた体制づくり

（出典）環境省, ESG地域金融実践ガイド2.1
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輸送原材料 製造 販売業

三井住友信託銀行
京都府内

地域金融機関

連携

CO2排出量削減の
協働取組の要請

CO2排出量を削減した製品・
サービスの取引

消費者

・ポジティブ・インパクト・
ファイナンス

・エンゲージメント

・サステナビリティ・
リンク・ローン

・ビジネスマッチング

【個別企業のメリット】
✓ 省エネ促進によるエネルギー価格高騰への対応
✓ 脱炭素支援策を活用した投資、取引拡大等による
経営改善

【サプライチェーンでのメリット】
✓ サプライチェーン全体の競争力向上による取引先
群との共存共栄の関係構築

✓ 事業承継、業態転換に際する気候変動関連の不安
要因の解消

【地域のメリット】
✓ 地域の脱炭素と経済活性化の同時実現
✓ 住んでよし、働いてよしの京都府の実現

環境問題、社会問題への
配慮の要請

サプライチェーンの脱炭素経営を支える地域金融エコシステム

加工

見える化、省エネ、再エネ、経営改善全てセットの支援策

・京都府 算定・報告制度、フレームワーク整備

・商工会議所
・工業会

相談窓口、ビジネスマッチング

・京都産業21 設備補助、経営改善指導

・京都知恵産業
創造の森

・コンサル

見える化支援、省エネ計画策定支援、
再エネ導入支援、ZEBプランニング、
SBT取得支援

三井住友信託銀行が考える地域金融エコシステムの一例

※製造・販売業の場合
※右に行くほど企業規模が大きい場合
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【ご参考】下請中小企業振興法振興基準（令和4年7月29日施行）

第１ 下請事業者の生産性の向上及び製品若しくは情報成果物の品質若しくは性
能又は役務の品質の改善に関する事項

１ 下請事業者の努力
下請事業者は、生産年齢人口の減少等に伴う人手不足、経済の国際化の一層の

進展等に適切に対応するため、働き方を見直し、魅力ある職場づくりに努めるとと
もに、脱炭素化を始めとするグリーン化、電子受発注の導入を始めとする情報化
等の課題に適切に対応するため、技術開発、設備投資、親事業者その他の事業者
との連携等により、生産性の向上及び製品若しくは情報成果物の品質若しくは性
能又は役務の品質の改善に努めるものとする。

２ 親事業者の努力
親事業者は、下請事業者が働き方改革、生産性の向上等に取り組むことができ

るよう配慮して、下請事業者に対する発注条件、取引条件等を設定するよう努め
るとともに、下請事業者のグリーン化、情報化等を支援し、また、下請事業者その
他の事業者と既存の取引関係、系列、企業規模等を超えた連携を進めること等に
より、サプライチェーン全体における付加価値向上及び共存共栄の実現に努める
ものとする。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST BANK, LIMITED All rights reserved.

7

SBT、RE100等脱炭素経営に向けた取り組み

出典：環境省資料



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST BANK, LIMITED All rights reserved.

8

SBT認定企業からのサプライヤーに対する要請

◼ SBT認定企業はScope3の削減目標も設定する必要があり、中には、その目標としてサプラ
イヤーにSBT目標を設定させることを掲げるSBT認定企業も存在する。

◼ サプライヤーは、SBT認定を取得すれば、これらの顧客からの要望に対応できる。

出典：環境省資料
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【ご参考】国の報告システム（EEGS）の動向と企業評価（取引先選定）での活用

◼ 環境省が2022年5月にリリースした電子報告システム(EEGS)では、企業の排出量等の情

報に取引先、自治体、金融機関がフリーでアクセスできるようになる。（令和5年度予定）

◼ 取引先の選定にあたって排出量の少ないサプライヤーを選定することが可能になり、排出量の少ない企

業はアピールできる。
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2 サステナブルファイナンスについて
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資本市場を劇的に変えたESG（PRI：責任投資原則）

国連が2006年に制定した責任投資原則（PRI）の中で初めて打ち出されたコンセプト

E（環境） S（社会） G（ガバナンス）

ESG
（環境、社会問題に企業を巻き込むため投資家の力を利用する国連の戦略）

気候変動、エネルギー、水
を含む資源枯渇、廃棄物
と汚染、森林破壊等

人権、労働条件、児童労働、従業員
関係・多様性、健康と安全、コミュニ
ティ、紛争、サイバーセキュリティ等

役員報酬、贈収賄と汚職、ロ
ビー活動と政治献金、取締役会
のの多様性と構造、税務戦略等

外部
不経済
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金融「主役」化の３つの流れ

2006年
責任投資原則

ESG

質
投資行動
判断基準

質も
量も

投資
株式投資
に適用

銀行
融資

保険
引受

経済
リターン
の追求

社会
リターン
も追求

債券、不動産、
オルタナティブ等
資産クラスに拡大

公的資金を補う民
間資金の動員手段
としての役割拡大

2012年
持続可能な保険原則

2019年
責任銀行原則

Impact

サステナビリティ
の強力な推進役
を金融に期待

ボンド
• グリーンボンド
• ソーシャルボンド等

ローン
• グリーンローン
• サステナビリティ・リンク・ローン等

効率性の視点：経済のあらゆる
セクターを横断する唯一の民間
セクターとして金融を活用する
意義

国際コンセンサス：金融が
「暴走」しないように監視す
るシステムの構築が前提

SRI PRI
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インパクト重視のファイナンスを志向した三井住友信託銀行の取組経緯

2006年4月 責任投資原則（PRI） 2019年9月 責任銀行原則（PRB）

ESG Impact
国連ポジティブインパクト金融原則（2015年10月）

ポジティブ・インパクトとは持続可能な開発（SDGs)の3つの側面（経済、社会、
環境）のいずれかにおいて潜在的なマイナスの影響が適切に特定、緩和され、
なおかつ少なくともそれらの一つの面でプラスの貢献をもたらすこと

三井住友信託銀行のポジティブ・インパクト・ファイナンスの取組のきっかけ
企業の取組、事業、製品・サービスがSDGsの目標達成にどれだけ貢献しているか（インパクト）

を定量的に評価することを融資の判断基準に持ち込むことで、サステナブルな社会の構築に金
融機関の立場から貢献しよう。

そのためには、意図して取り組み、追加的な価値を生み出していくことを評価し、支援し、目標
達成を後押ししようという主旨で“インパクト・ファイナンス“の取組を決意。

2019年3月に世界初のポジティブインパクトファイナンス（資金使途を限定しない事業会社向
け投融資タイプ）を実行。企業価値向上と社会的価値創造の両面で支援する銀行を志向。



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST BANK, LIMITED All rights reserved.

14

0

20

40

60

80

100

120

140

2018通期 2019通期 2020上期2020下期 2021上期 2021下期

上場 非上場

サステナブルファイナンス（PIF、SLL）の動向

2018年度以降、取組件数の増加傾向は変わらず。加速度的に増加を続けている。

足元では上場先においても取組件数は増加しているが、特に非上場先での地銀取組が大幅に増加。

⇒ 推察される非上場での取組増加要因は以下の2点。

① 当初は上場企業による『機関投資家を意識した取組み』が主であったが、

足元では『取引関係者からの要請を意識した取組』(＝上場/非上場を問わない話)が増加していること。

② また、世の中全体においてESG/SDGsに対する機運が高まっており、 BtoC企業が顧客を意識するのはもちろん、

就職活動において志望先のサステナビリティ経営をチェックする学生が増加していること(＝上場/非上場を問わない話) 。

2021年度の特徴

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

通期 通期 上期 下期 上期 下期

上場 1 9 11 20 23 50

非上場 0 1 1 5 27 74

合計 1 10 12 25 50 124

取組件数の推移：2018年度～2021年度

・ 自社の実態把握加速 ・ 取引関係者へ向けたアピールが可能

・ 金融機関からの低利調達 ・ 就活生他、BtoC企業の場合は顧客へのアピールが可能

・ 金融機関(+府)からのサステナ関連情報収集 ・ 従業員へのチアアップに繋がる

事業会社の取組メリット

（※）各行リリースを基に三井住友信託が作成
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サステナブルファイナンスの案件創出に向けて解決すべき課題

✓ サスファイ推進に当たりネックとなっていることは何か？

【例】

• 人材・マンパワー不足・・・

• 実績がなく、知見が不足している・・・

• そもそもニーズのある取引先が少ない (分からない )・ ・ ・

• 取組時の取引先の負荷も大きい・・・

• ファイナンスに付随する省エネ・見える化などの

ソリューションがなく、ファイナンス提案がしづらい・・・

• サステナブルファイナンスは費用対効果が見合わない・・・

◼ 地域金融機関がESG地域金融やサステナブルファイナンスを推進するに当たって、どのような地域連携の形があるか

地域金融機関によくみられる悩み（本日ご協議させて下さい）

✓ 地域の各経済主体とどのような連携が取れると良いのか？

【例】

• 自治体の補助金制度などの拡充・・・

• 顧客サイドや自社サイドへの人材育成支援・・・

• 自治体・経済界から中小企業への啓発 /要請・・・

京都ゼロカーボン・フレームワークの活用

• いきなり完璧を追求することは難しく、“まずは1件”、そして“2件目3件目”と進めて行く中で

少しずつ知見を蓄えていく必要あり。

• 京都ZCFWにおいては、SLL取組時におけるいくつかのネックを取り除くことが可能。

本制度を活用して取組件数を積み上げる中で、周辺のサステナ関連情報の収集を行い、

各種ソリューション整備を進める形を想定。

• 取引先のニーズ醸成に関しても、京都府内での取組件数の増加が必要（好事例：静岡県、三重県）。

商工会とも連携し、意識醸成を図っていきたい。
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【ご参考】フレームワーク活用から、自行商品化に繋げている事例

• 事業法人（借入人）がSLLやGLのフレームワーク（FW）を予め設

置し、FWを汎用的に適用して、各金融機関からの個別ファイナン

スを受ける仕組み。

（野村不動産ホールディング案件(国内SLL初事例)をはじめ、

複数の事例あり）

• FW化することで、サステナブルファイナンスの取組経験が無い

金融機関でも、同じ条件・要件にてサステナブルファイナンスを

実行することが出来るため、各種負担が抑制される。

= 金融機関にとって、第1号案件にも活用しやすい。

◼ サステナブルファイナンスのインパクト増大に向けて、いくつかのパターンが考えられる。

◼ ①取組む事業会社(借入人)数が増加する（=残高が増える）、②取り扱える金融機関数が増加する（=選択肢が増える）、

③同じインパクトでもより効率的に創出する工夫（=取組時の負担を低減させる）

（※）環境省グリーンファイナンスポータルおよび各行リリースより

スキーム図/野村不動産HD

✓ 野村不動産HD案件に関しては、当初取組み金融機関9行の内6行がSLL初取組みであったが、

4行(千葉銀、第四北陸、北洋銀、群馬銀）がその後にSLLを自行商品化し、追加の取組を実施。

✓ 当初取組み金融機関以外にも、10行前後が当該FWを活用してSLL取組み実施。上記同様、きらぼし銀行等がその後自行商品化を実施。

（ex. きらぼし銀行：2021/9にFW活用、2022/3に自行商品化、2022/6にAnd Do HD向けSLL取組み実施。）

＜留意点＞

サステナブルファイナンス取組みにおいて最も重要な顧客のマテリアリティの特定やKPI・SPTｓ設定等が容易に出来る仕組み。
取組時の負担は下がる形であるものの、期中時のモニタリング/エンゲージメントは通常案件同様に意識高く取組む必要あり。
フレームワークを活用して実績を積み上げつつ、ESG知見の更なる集積と体制整備・人材育成に繋げる金融機関の意識が重要。

事業法人(借入人)によるSLLフレームワーク事例 / 野村不動産HD等

自行商品化と留意点 （出典）千葉銀行：2021年7月30日プレスリリース
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3 参考資料
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取組時期 金融機関 商品名 資金使途 取引先 補足

① 2018/8～ 多数 グリーンローン 限定 ＪＥ投資法人 他
グリーンボンドのローン版。格付機関による評価(グリーンローン原
則)を実施した取組。

② 2019/1～ 多数 ソーシャルローン 限定 H&M投資法人 他
ソーシャルボンドのローン版。格付機関による評価(グリーンソーシャ
ルボンド原則)を実施した取組。

③ 2019/3 多数 サステナビリティローン 限定 鉄道・運輸機構 他
サステナビリティボンドのローン版。格付機関による評価(サステナビ
リティボンドガイドライン)を実施した取組。

④ 2018/10～ SMBC
ESG/SDGs評価型
シンジケート・ローン

自由 住友化学 他
SMFGの日本総合研究所による独自評価を実施した取組。
足元ではグリーンローン原則等にも則った併用スキームもあり。

⑤ 2019/3～ MUBK ESG 経営支援ローン 自由 日本郵船 他
MUFGの三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングによる独自評価+格
付機関による評価(グリーンローン原則)を実施した取組。

⑥ 2019/6～ みずほ Mizuho Eco Finance 自由 サッポロHD 他 みずほGのみずほ情報総研による独自評価を実施した取組。

⑦ - DBJ 環境格付融資 自由 - 従前からある商品。DBJによる独自評価を実施。

④ 2019/11～ 多数
サステナビリティ・

リンク・ローン (SLL)
自由 日本郵船 他

格付機関による評価(サステナビリティ･リンク･ローン原則：SLL原則)
を実施した取組。一定の目標を設定し、当該目標の達成状況に応じて
適用される金利条件が変化する建付。

⑤ 2019/3～
SMTB

京都銀行
3メガ等

ポジティブ・インパクト・
ファイナンス (PIF)

自由 不二製油G本社 他

金融機関による評価(ポジティブ・インパクト金融原則)を実施した取
組。
別途、中小企業版のものあり。

⑥ 2021/3～
SMTB
みずほ
SMBC

トランジションファイナンス
限定
自由

川崎郵船 他
脱炭素へ向けた移行に対するファイナンス(トランジションファイナン
スハンドブック及び経産省の指針に則った取組）。

サステナブルファイナンス商品一覧

（出所：各銀行の開示情報を基に弊社作成）

商品内容と取引事例

* ④～⑦に関しては地域金融機関による独自評価商品もあり。
評価内容は、“今後の目標”よりも“現状”を評価する手法が多い様子。

視
点
：Ｅ
Ｓ
Ｇ

視
点
：
イ
ン
パ
ク
ト
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各サステナブルファイナンスの商品性の違い（評価対象の違い）

企業

サステナブルな観点で
ポジティブな影響

サステナブルな観点で
ネガティブな影響

原材料
生産者

仕入元 販売先 利用者

【グリーンローン等】
特定のプロジェクトが評価対象
（例：グリーンな工場の建設）

【SLL、PIF】
サプライチェーン・バリューチェーン全体が評価対象。

SLLは取組の1つ以上、PIFは取組全てを評価。

各サステナブルファイナンスの評価対象イメージ

視点：ＥＳＧ投融資 視点：インパクト投融資

サプライチェーン
バリューチェーン
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サステナビリティ・リンク・ローン（SLL)の概要

サステナビリティ・リンク・ローン

◼ 環境的・社会的に持続可能な経済活動の促進・支援を目的に取組まれるもの

◼ 事前に設定された有意義かつ野心的な『目標値』※1の達成状況に応じて金利条件が変動する等の仕組みが組み込まれたローン商品

◼ SPTsとしては、エネルギー効率（省エネ・再エネ）、水の消費、持続可能な調達、循環経済（リサイクル率）、生物多様性、グローバルESG評
価、等がある（これらに限定されない）

◼ 「サステナビリティ・リンク・ローン原則」（LMA/ローンマーケットアソシエーション等が策定）を元に評価

※1： 通称、『SPTs』 / Sustainability Performance Targets

イメージ図

補足

◼ 事前に設定された目標値に対する達成状況で金利条件が変動

◼ 変動する条件はSPR or CL Fee等
※ 金利では無く寄付をする事例もあり

◼ 複数の目標値を設定する場合は、総合点にて判断されるケース
あり

◼ 目標設定は格付機関と要相談

同原則の核（目標設定等のポイント等）

借入人の掲げたCSR戦略と一致していること

借入人のビジネスにとって意味があり
かつ野心的な目標であること

少なくとも年1回以上の情報開示をすること

貸付人にてレビューが行えること
（適宜、外部レビューを活用）

１

２

３

４

目標未達

目標達成

●●bp

+□.□bp

▲□.□bp

実行日 判定日/適用日

金利条件

金利上昇

金利低下



Disclaimer

（ご注意）

• 本資料は、情報の提供を目的として作成したものであり、取引勧誘を目的としたものではありません。

• 本資料は、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、その情報の

正確性・確実性について保証するものではありません。また、今後の金融情勢・社会情勢等の変化により、内容

が変更となる場合がございます。

• 本資料を使用した結果について、弊社は責任を負いません。

• 本資料には、一定の前提に基づく概算数値が含まれる場合がございます。実際の適用に際しては正式な計算

を行う必要があり、その場合の結果は差異が生じる可能性がありますのでご留意ください。

• 本資料に係る一切の権利は、他社資料の引用部分を除いて三井住友信託銀行に属し、いかなる目的であれ本

資料の一部または全部の無断での使用・複製はお断りいたします。

• 本資料の内容に関して疑問に思われる点、ご不明な点等ございましたら、弊社にご照会くださいますようお願

い申し上げます。


